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(57)【要約】
【課題】熱交換器において、高温流体から低温流体への
熱交換率をより向上させること。
【解決手段】熱交換器は、複数のプレートと、複数のプ
レートのうち互いに隣接するプレートを接続するフィン
とを備える。フィンは、壁面を形成し、第１開口を有し
た第１開口部を少なくとも１つ有した第１部位と、第１
部位と対をなし、第１部位とは異なる壁面を形成すると
共に、第１開口と対をなす第２開口を有した第２開口部
を少なくとも１つ有した第２部位とを備える。さらに、
フィンは、第１部位と第２部位との組により波形に形成
され、第１部位及び第２部位の壁面が、第２の流体の流
動方向に対して直交する方向に配置される。そして、第
１開口と第２開口との組である開口ペアのうち、少なく
とも１つの開口ペアを形成する第１開口と第２開口との
少なくとも一部分が、第２の流体の流動方向に沿って非
重複である非重複位置関係である。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の流体と、第２の流体との間で熱交換を行う熱交換器であって、
　前記第１の流体が流動する流動経路を有する複数のプレートと、
　前記複数のプレートのうち互いに隣接するプレートを接続するフィンと
　を備え、
　前記フィンは、
　壁面を形成し、１つの開口である第１開口を有した第１開口部を少なくとも１つ有した
第１部位と、
　前記第１部位と対をなし、前記第１部位とは異なる壁面を形成すると共に、前記第１開
口と対をなす第２開口を有した第２開口部を少なくとも１つ有した第２部位とを備え、
　前記第１部位と前記第２部位との組により波形に形成され、
　前記第１部位及び前記第２部位の壁面が、前記第２の流体の流動方向に対して直交する
方向に配置され、
　前記第１開口と前記第２開口との組である開口ペアのうち、少なくとも１つの前記開口
ペアを形成する前記第１開口と前記第２開口との少なくとも一部分が、前記第２の流体の
流動方向に沿って非重複である非重複位置関係である
　ことを特徴とする熱交換器。
【請求項２】
　前記プレートのそれぞれは、筒状に形成され、
　前記複数のプレートは、軸方向に沿って配置され、
　前記フィンは、前記プレートの周方向に沿って配置される
　ことを特徴とする請求項１に記載の熱交換器。
【請求項３】
　前記開口ペアを形成する前記第１開口と前記第２開口との全体が、前記第２の流体の流
動方向に沿って非重複となるように、前記第１開口部及び前記第２開口部を形成する
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の熱交換器。
【請求項４】
　全ての前記開口ペアが、前記非重複位置関係である
　ことを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の熱交換器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱交換器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　内燃機関からの排気を高温流体として、低温流体との間で熱交換する熱交換器を有し、
排気熱を回収する排気熱回収装置が知られている（特許文献１参照）。
　特許文献１に記載された熱交換器は、低温流体が流動する流動空間を有した複数のプレ
ートを積層したプレート積層型の熱交換器である。特許文献１に記載された熱交換器のプ
レートには、外表面から突出した部位である凸部が形成されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開ＷＯ２０１４／０１４０８０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１に記載された熱交換器においては、プレートの外表面に凸部を形成すること
でプレートの外表面の表面積を増加させ、低温流体と高温流体との熱交換率を向上させて



(3) JP 2016-114331 A 2016.6.23

10

20

30

40

50

いる。
【０００５】
　一般的に、熱交換器においては、高温流体から低温流体への熱交換率をより向上させる
ことが求められており、特許文献１に記載された熱交換器よりも熱交換率の良い熱交換器
が要望される可能性がある。
【０００６】
　そこで、本発明は、熱交換器において、高温流体から低温流体への熱交換率をより向上
させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の一側面は、第１の流体と第２の流体との間で熱交換を行う熱交換器である。
　この熱交換器は、複数のプレートと、フィンとを備える。
　複数のプレートは、第１の流体が流動する流動経路を有する。フィンは、複数のプレー
トのうち互いに隣接するプレートを接続する。さらに、フィンは、第１部位と、第２部位
とを備えている。
【０００８】
　このうち、第１部位は、壁面を形成し、１つの開口である第１開口を有した第１開口部
を少なくとも１つ有する。第２部位は、第１部位と対をなし、第１部位とは異なる壁面を
形成すると共に、第１開口と対をなす第２開口を有した第２開口部を少なくとも１つ有す
る。
【０００９】
　そして、本発明の一側面におけるフィンは、第１部位と第２部位との組により波形に形
成されている。また、フィンは、第１部位及び第２部位の壁面が、第２の流体の流動方向
に対して直交する方向に配置される。さらに、フィンにおいては、第１開口と第２開口と
の組である開口ペアのうち、少なくとも１つの開口ペアを形成する第１開口と第２開口と
の少なくとも一部分が、第２の流体の流動方向に沿って非重複である非重複位置関係であ
る。
【００１０】
　すなわち、本発明の一側面におけるフィンは、第２の流体の流動方向に対して、壁面が
直交するように延在している。よって、第２の流体は、フィンの壁面全体に接するため、
その接触面積を広くできる。
【００１１】
　さらに、本発明の一側面においては、フィンの第１開口を通過した第２の流体は、第２
部位において第１開口に対向する領域に衝突する。そして、第２の流体が衝突した第２部
位の領域においては、第２の流体の流れが乱れるため、その第２の流体が衝突した第２部
位の領域に境界層が形成されることを抑制できる。したがって、本発明の一側面における
熱交換器によれば、第２の流体とフィンとの間に境界層が形成されることを抑制でき、第
２の流体から第１の流体への熱移動を効率良く実現できる。
【００１２】
　換言すれば、本発明の一側面における熱交換器によれば、高温流体から低温流体への熱
交換率をより向上させることができる。
　また、本発明の一側面における熱交換器は、筒状に形成されたプレートが軸方向に沿っ
て積層された熱交換器として構成されていても良い。この場合、本発明の一側面における
フィンは、プレートの周方向に沿って配置されていても良い。
【００１３】
　このような熱交換器においては、第２の流体の流動方向を径方向に沿った方向とするこ
とができる。しかも、本発明の一側面における熱交換器においては、プレートの周方向に
沿って第１の流体が流動する。このため、本発明の一側面における熱交換器によれば、第
２の流体の流動方向を第１の流体の流動方向と直交する方向とすることができる。さらに
、本発明の一側面における熱交換器によれば、第２の流体の流動方向を第１の流体の流動
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方向と直交する方向とすることを、プレートの径方向全体、即ち、第２の流体の流動範囲
全体に渡って実現できる。
【００１４】
　また、本発明の一側面における熱交換器は、開口ペアを形成する第１開口と第２開口と
の全体が、第２の流体の流動方向に沿って非重複となるように、第１開口部及び第２開口
部を形成する。
【００１５】
　このような熱交換器によれば、第１開口を通過した第２の流体が衝突する第２部位の面
積を広くすることができる。よって、本発明の一側面における熱交換器によれば、第２部
位において第１開口と対向する領域の周辺に境界層が形成されることを、より広い面積に
渡って抑制できる。
【００１６】
　なお、本発明の一側面における熱交換器は、全ての開口ペアが、非重複位置関係であっ
ても良い。
　このような熱交換器によれば、第１開口を通過した第２の流体が衝突する第２部位の面
積をより広くすることができる。よって、本発明の一側面における熱交換器によれば、第
２部位において第１開口と対向する領域の周辺に境界層が形成されることを、より広い面
積に渡って抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】実施形態における排気熱回収装置の外観を示す斜視図である。
【図２】閉弁した状態での排気熱回収装置の断面図である。
【図３】熱交換器の側面図である。
【図４】プレート及びフィンの外観を示す斜視図である。
【図５】フィンの外観を示す斜視図である。
【図６】フィンの上面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下に本発明における一例としての実施形態を図面と共に説明する。
＜排気熱回収装置＞
　図１に示す排気熱回収装置１は、内燃機関１１０を有した移動体に搭載される。この排
気熱回収装置１は、内燃機関１１０からの排気１１２を高温流体とし、内燃機関１１０の
冷却液１１４を低温流体として熱交換することにより、排気１１２から熱を回収する。な
お、本実施形態における排気１１２が、特許請求の範囲に記載された「第２の流体」の一
例であり、冷却液１１４が、特許請求の範囲に記載された「第１の流体」の一例である。
本実施形態における冷却液１１４は、冷却水であっても良いし、油液であっても良い。
【００１９】
　本実施形態の排気熱回収装置１は、排気部２と、シェル部材４と、熱交換部６（図２参
照）と、流入部８（図２参照）と、弁１０とを備えている。
　排気部２は、内燃機関１１０からの排気１１２を下流側へと導く経路を形成する。シェ
ル部材４は、排気部２の外側を覆う部材である。
【００２０】
　熱交換部６は、排気部２とシェル部材４との間に配置された熱交換器３０（図２参照）
を有し、高温流体としての排気１１２と、熱交換器３０のプレート３２の内部を流動する
低温流体との間で熱交換する。
【００２１】
　流入部８は、排気部２から熱交換部６へと排気１１２が流入する部位である。弁１０は
、経路を開放閉塞する周知の弁であり、排気部２における排気１１２の流路に沿って流入
部８よりも下流側に配置されている。
＜排気熱回収装置の構造＞
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　次に、排気熱回収装置１の構造について説明する。
【００２２】
　図２に示すように、排気部２は、排気管１２を備えている。
　排気管１２は、円筒状に形成された部材である。この排気管１２には、内燃機関１１０
からの排気１１２が流入する。
【００２３】
　シェル部材４は、排気管１４と、外殻部材２０と、蓋部材２２と、保持部材２４とを備
えている。
　排気管１４は、全体として円筒状の部材であり、一方の端部である上流端１６が、排気
管１２の外径よりも大きな内径の開口を有している。その排気管１４の上流端１６におけ
る内部空間には、排気管１２における上流端とは反対側の端部である排気下流端１８が、
シェル部材４と非接触な状態で配置される。
【００２４】
　外殻部材２０は、排気管１２の直径よりも大きな内径の円筒状の部材である。
　この外殻部材２０の下流側の端部は、排気管１４の上流端１６に接続される。
　蓋部材２２は、排気管１２における排気１１２の流路に沿った外殻部材２０の上流側の
開口を閉塞する。
【００２５】
　つまり、外殻部材２０と蓋部材２２と排気管１２とにより、外殻部材２０と蓋部材２２
と排気管１２とに囲まれた、環状の空間である熱交換室２８が形成される。
　この熱交換室２８に配置される熱交換器３０は、内部を冷却液１１４が流動する熱交換
器であり、排気管１２の外周を覆うように配置される。
＜熱交換器の構造＞
　本実施形態における熱交換器３０は、図３に示すように、複数のプレート３２－１～３
２－Ｎと、流入管４４と、流出管４６と、フィン５０－１～５０－Ｍとを備えている。す
なわち、熱交換器３０は、いわゆるプレート積層型の熱交換器である。
【００２６】
　なお、ここでの符号Ｎは、プレート３２の枚数を表す識別子であり、２以上の正の整数
である。また、本実施形態における符号Ｍは、フィン５０の個数を示す識別子であり、Ｎ
よりも「１」小さい正の整数である。
【００２７】
　各プレート３２は、冷却液１１４が流動する流動経路を有する。フィン５０は、複数の
プレート３２のうち互いに隣接するプレート３２を接続する。流入管４４は、熱交換器３
０の外部からの冷却液１１４を１つのプレート３２に流入する管である。流出管４６は、
１つのプレート３２から熱交換器３０の外部へと冷却液１１４を流出する管である。
【００２８】
　各プレート３２は、第１プレート板３４と、第２プレート板３６とを備えている。
　図４に示すように、第１プレート板３４は、円板状に形成された部材であり、中心に円
形の開口を有している。この第１プレート板３４における周縁には、同一方向に突出した
壁部が形成されている。第２プレート板３６は、円板状に形成された部材であり、中心に
円形の開口を有している。この第２プレート板３６における周縁には、同一方向に突出し
た壁部が形成されている。
【００２９】
　また、プレート３２は、それぞれ、第１プレート板３４の壁部に、第２プレート板３６
の壁部を係合させることで形成される。各プレート３２には、第１プレート板３４の内表
面と第２プレート板３６の内表面との間に隙間が形成される。その隙間は、低温流体が流
動する流動空間、即ち、冷却液１１４の流路として機能する。
【００３０】
　各プレート３２には、第１連通部３８と、第２連通部３９とが形成されている。このう
ち、第１連通部３８は、排気部２における排気１１２の流路に沿って上流から下流へと、
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流入管４４からの冷却液１１４が、隣接するプレート３２へ流動する経路を形成する。第
２連通部３９は、排気部２における排気１１２の流路に沿って下流から流出管４６へと、
冷却液１１４が、隣接するプレート３２へ流動する経路を形成する。
【００３１】
　本実施形態における第１連通部３８及び第２連通部３９は、第１筒状部位４０と、第２
筒状部位４２とを備える。第１筒状部位４０は、第１プレート板３４に形成された開口か
ら、壁部とは反対の方向へと立設する筒状の部位である。第２筒状部位４２は、第２プレ
ート板３６に形成された開口の周縁から、壁部とは反対の方向へと立設する筒状の部位で
ある。
【００３２】
　そして、第１連通部３８及び第２連通部３９は、第１プレート板３４に形成された第１
筒状部位４０と、第２プレート板３６に形成された第２筒状部位４２とが接合されること
で形成される。ここで言う第２プレート板３６に形成された第２筒状部位４２とは、第１
プレート板３４の外表面とフィン５０を介して隣接する第２プレート板３６に形成された
第２筒状部位４２である。
【００３３】
　なお、第１連通部３８及び第２連通部３９の構築方法は、これに限るものではなく、プ
レート３２間における冷却液１１４の流路を形成するように構築されていれば、どのよう
に構築されていても良い。
【００３４】
　また、各プレート３２は、排気管１２の外周を覆うように配置される。各プレート３２
の径方向に沿った中心側の周縁と排気管１２の外表面との間に、排気管１２の径方向に沿
って隙間６４が形成されるように、各プレート３２は配置される。さらに、各プレート３
２の径方向に沿った外側の周縁が外殻部材２０の内表面との間に、排気管１２の径方向に
沿った隙間６６が形成されるように、各プレート３２は配置される。
【００３５】
　これにより、本実施形態における排気１１２は、プレート３２の径方向に沿って、排気
管１２の外表面から外殻部材２０の内表面へと向かう方向へと流動する。
　フィン５０は、板状の部材であり、円弧状に形成されている。図５、図６に示すように
、フィン５０は、第１部位５２－１～５２－Ｌと、第２部位５４－１～５４－Ｌとを備え
ている。ここでの符号「Ｌ」は、１以上の正の整数である。
【００３６】
　第１部位５２は、フィン５０の壁面を形成する板状の部位である。この第１部位５２そ
れぞれは、１つの開口である第１開口５６を有した第１開口部５８を少なくとも１つ有し
ている。本実施形態において、第１開口５６は、第１部位５２に等間隔に形成されていて
も良いし、不等間隔に形成されていても良い。なお、１つの第１部位５２に形成される第
１開口５６の個数は、第１部位５２の径方向に沿った位置にかかわらず同一個数であって
も良いし、径方向に沿って外周側の第１部位５２に形成される個数ほど多くても良い。
【００３７】
　第２部位５４は、第１部位５２と対をなし、第１部位５２とは異なる壁面を形成する板
状の部位である。さらに、第２部位５４は、第１開口５６と対をなす第２開口６０を有し
た第２開口部６２を少なくとも１つ有している。本実施形態において、第２開口６０は、
第２部位５４に等間隔に形成されていても良いし、不等間隔に形成されていても良い。な
お、第２部位５４に形成される第２開口６０の個数は、当該第２部位５４に対応する第１
部位５２に形成される第１開口５６の個数と同一であることが好ましい。
【００３８】
　なお、各第１開口５６の面積、各第２開口６０の面積、第１開口５６の総面積、及び第
２開口６０の総面積は、排気１１２の圧力との関係で適宜決定すれば良い。
　そして、第１部位５２の長手方向に沿った一辺は、１つの第２部位５４の長手方向に沿
った一辺と接続される。一方、当該第１部位５２の長手方向に沿った他方の一辺は、異な
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る第２部位５４の長手方向に沿った一辺と接続されている。これにより、フィン５０は、
第１部位５２及び第２部位５４により、全体として三角波状に形成されている。
【００３９】
　さらに、フィン５０は、プレート３２の周方向に円弧が沿うように、プレート３２に接
続される。具体的には、フィン５０は、三角波状の一方の頂点が１つのプレート３２の外
表面に接続される。三角波状の他方の頂点は、そのプレート３２とは異なるプレート３２
の外表面に接続される。これにより、本実施形態においては、第１部位５２及び第２部位
５４のそれぞれが、排気１１２の流動方向に対して直交する方向に配置される。
【００４０】
　そして、フィン５０においては、第１開口５６と第２開口６０との組である開口ペアの
うち、少なくとも１つの開口ペアを形成する第１開口５６と第２開口６０との少なくとも
一部分が、排気１１２の流動方向に沿って非重複である非重複位置関係である。
【００４１】
　ここで言う開口ペアとは、一組のペアを構成する第１部位５２及び第２部位５４に形成
された第１開口５６と第２開口６０とのうち、第１開口５６と規定条件を満たす第２開口
６０とのペアである。ここで言う規定条件とは、当該第１開口５６から最も近い位置に存
在することであっても良いし、その他の条件であっても良い。
【００４２】
　そして、本実施形態において非重複位置関係とは、具体的には、第２開口６０の全体が
、開口ペアを形成する第１開口５６から第１部位５２の法線方向に沿って非重複であるこ
とである。非重複位置関係には、例えば、第２開口６０と第１開口５６とが千鳥状に形成
されていることを含む。なお、本実施形態においては、全ての開口ペアを形成する第１開
口５６と第２開口６０との位置関係が、非重複位置関係である。
【００４３】
　本実施形態においては、隙間６４，第１開口５６，第２開口６０，隙間６６が、排気１
１２の流路として機能する。そして、隙間６４，第１開口５６，第２開口６０，隙間６６
を流れる排気１１２を高温流体（第２の流体）とし、各プレート３２内を流動する冷却液
１１４を低温流体（第１の流体）として、熱交換が行われる。すなわち、本実施形態にお
いては、熱交換器３０が配置された熱交換室２８が、熱交換部６として機能する。
【００４４】
　図２に示す保持部材２４は、熱交換室２８に配置された熱交換器３０を保持する部材で
ある。
　導入部材８０は、排気管１２よりも径の大きい円筒状の部材であり、一方の端部が保持
部材２４に接続されている。導入部材８０において、保持部材２４に接続された側とは反
対側の端部は、拡径するディフューザ状に形成されている。
【００４５】
　この導入部材８０は、排気管１２との間に開口が形成されるように配置される。そして
、その開口が、熱交換部６への排気１１２の流入口として機能する。
　弁１０は、少なくとも、弁体１０２と、弁座１０４とを有し、弁体１０２が弁座１０４
と接触することで、排気部２（導入部材８０）を閉塞する。なお、本実施形態においては
、導入部材８０におけるディフューザ状の端部が、弁座１０４として機能する。ただし、
本発明における弁座１０４は、これに限るものではなく、専用に設けられていても良い。
【００４６】
　弁座１０４の内周面には、メッシュ状に形成されたメッシュ部材１０８が取り付けられ
ている。
　なお、本実施形態における弁１０は、内燃機関１１０の冷却液１１４の液温が、予め規
定された規定温度よりも高い場合に排気部２を開放する。一方、弁１０は、内燃機関１１
０の冷却液１１４の液温が規定温度よりも低い場合に、排気部２を閉塞する。
＜排気熱回収装置の作用・効果＞
　排気熱回収装置１において、弁１０が閉じられて排気部２が閉塞されると、内燃機関１



(8) JP 2016-114331 A 2016.6.23

10

20

30

40

50

１０からの排気１１２は、流入部８から熱交換部６へと流入し、熱交換部６にて冷却液１
１４との間で熱交換を実行する。
【００４７】
　その熱交換器３０が備えるフィン５０は、排気１１２の流動方向に対して、壁面が直交
するように延在している。よって、排気１１２は、フィン５０の壁面全体に接する。この
ため、フィン５０と排気１１２との接触面積を広くでき、排気１１２から冷却液１１４へ
の熱の移動をより効率良く実現することができる。
【００４８】
　さらに、フィン５０の第１開口５６を通過した排気１１２は、第２部位５４において第
１開口５６に対向する領域に衝突する。そして、排気１１２が衝突した第２部位５４の領
域においては、排気１１２の流れが乱れるため、その排気１１２が衝突した第２部位５４
の領域に境界層が形成されることを抑制できる。したがって、熱交換器３０によれば、プ
レート３２間を流動する排気１１２と、プレート３２内を流動する冷却液１１４との間の
熱移動を効率良く実現できる。
【００４９】
　特に、本実施形態においては、少なくとも１つの開口ペアを形成する第１開口５６と第
２開口６０との全体が、排気１１２の流動方向に沿って非重複であり、かつ、全ての開口
ペアを非重複位置関係としている。
【００５０】
　このため、熱交換器３０によれば、第１開口５６を通過した排気１１２が衝突する第２
部位５４の面積を広くすることができる。よって、熱交換器３０によれば、境界層が形成
されることを、より広い面積で抑制できる。
【００５１】
　以上のことから、熱交換器３０によれば、高温流体から低温流体への熱交換率をより向
上させることができる。
　また、熱交換器３０は、筒状に形成されたプレート３２が軸方向に沿って積層されてい
る。そして、フィン５０は、プレート３２の周方向に円弧が沿うように配置されている。
【００５２】
　したがって、熱交換器３０においては、排気１１２の流動方向をプレート３２の径方向
に沿った方向とすることができる。しかも、このような熱交換器３０においては、プレー
ト３２の周方向に沿って冷却液１１４が流動する。このため、熱交換器３０によれば、排
気１１２の流動方向を冷却液１１４の流動方向と直交する方向とすることができる。さら
には、熱交換器３０によれば、排気１１２の流動方向を冷却液１１４の流動方向と直交す
る方向とすることを、プレート３２の径方向全体に渡って実現できる。
［その他の実施形態］
　以上、本発明の実施形態について説明したが、本発明は上記実施形態に限定されるもの
ではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲において、様々な態様にて実施することが可能
である。
【００５３】
　例えば、上記実施形態においては、フィン５０の形状を全体として三角波状としていた
が、フィン５０の形状は、これに限るものではなく、正弦波状であっても良いし、矩形波
状であっても良いし、のこぎり波状であっても良い。すなわち、フィン５０の全体として
の形状は、波形であれば、どのような形状であっても良い。
【００５４】
　また、上記実施形態においては、少なくとも１つの開口ペアを形成する第１開口５６と
第２開口６０との全体が、排気１１２の流動方向に沿って非重複であることを、非重複位
置関係としていたが、非重複位置関係は、これに限るものではなく、少なくとも１つの開
口ペアを形成する第１開口５６と第２開口６０との少なくとも一部分が非重複であること
であっても良い。
【００５５】
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　そして、上記実施形態においては、非重複位置関係とする開口ペアを、全ての開口ペア
としていたが、本発明において非重複位置関係とする開口ペアは、開口ペアのうち少なく
とも１つであっても良い。
【００５６】
　なお、上記実施形態においては、排気下流端１８と導入部材８８との間の開口を、排気
管１２から熱交換部６への排気１４２の流入口として形成していたが、排気管１２から熱
交換部６への排気１４２の流入口は、排気管１２自体に孔を穿設することで形成してもよ
い。
【００５７】
　さらに、上記実施形態における排気熱回収装置１は、内燃機関１１０を有した移動体に
搭載されていたが、本発明における排気熱回収装置は、移動体に搭載されていなくとも良
い。すなわち、本発明における排気熱回収装置は、内燃機関１１０からの排気１１２を高
温流体として熱交換することで、排気１１２からの熱を回収するものであれば、移動体に
搭載されることなく用いられても良い。さらには、排気熱回収装置における低温流体は、
冷却液１１４でなくとも良く、低温流体として作用するその他の流体であっても良い。
【００５８】
　ところで、上記実施形態では、熱交換器３０の適用対象を排気熱回収装置１としていた
が、熱交換器３０の適用対象は、排気熱回収装置１に限るものではない。
　また、熱交換器３０の形状は、円筒状に限るものではない。すなわち、本発明の熱交換
器においては、隣接するプレート３２を接続するフィン５０が第２の流体の流動方向と直
交するように設けられていれば、プレート３２及びフィン５０の形状が矩形状であっても
良いし、その他の形状であっても良い。
【００５９】
　なお、上記実施形態の構成の一部を省略した態様も本発明の実施形態である。また、上
記実施形態と変形例とを適宜組み合わせて構成される態様も本発明の実施形態である。ま
た、特許請求の範囲に記載した文言によって特定される発明の本質を逸脱しない限度にお
いて考え得るあらゆる態様も本発明の実施形態である。
【符号の説明】
【００６０】
　１…排気熱回収装置　２…排気部　４…シェル部材　６…熱交換部　８…流入部　１０
…弁　１２，１４…排気管　１６…上流端　１８…排気下流端　２０…外殻部材　２２…
蓋部材　２４…保持部材　２８…熱交換室　３０…熱交換器　３２…プレート　３４…第
１プレート板　３６…第２プレート板　３８…第１連通部　３９…第２連通部　４０…第
１筒状部位　４２…第２筒状部位　４４…流入管　４６…流出管　５０…フィン　５２…
第１部位　５４…第２部位　５６…第１開口　５８…第１開口部　６０…第２開口　６２
…第２開口部　６４，６６…隙間　８０…導入部材　１０２…弁体　１０４…弁座　１０
８…メッシュ部材　１１０…内燃機関　１１２…排気（第２の流体）　１１４…冷却液（
第１の流体）
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